処分性に係る仕組み解釈とその認識枠組み : 食品衛生法違反通知事件再考 by 高木 英行
論 説
処分性に係る仕組み解釈とその認識枠組み：
食品衛生法違反通知事件再考
髙 木 英 行
第一章 はじめに
第二章 判決の概要
第三章 解釈の筋道
第四章 認識枠組み
第五章 むすびにかえて
第一章 はじめに
行政事件訴訟法では、取消訴訟等の抗告訴訟を提起しうる行政の活動と
して、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」（行訴法３条２項）
という文言が定められている。それゆえ、この文言に該当しない行政の活
動については、たとえ市民が抗告訴訟を提起したとしても、裁判所は不適
法として却下する判決を下すこととなる。こうした、抗告訴訟を提起しう
る行政の活動に当たるか否かといった訴訟要件をめぐる解釈問題のこと
を、一般に「処分性」の問題と言う。
従来の判例は、処分性について、伝統的な行政法総論で言う「行政
(１)
行為」を念頭に置いて公式化してきた。つまりは、「行政庁の法令に基づ
く行為のすべてを意味するものではなく、公権力の主体たる国または公共
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団体が行う行為のうち、その行為によって、直接国民の権利義務を形成し
またはその範囲を確定することが法律上認められるもの」（最判昭和39年10
月29日：民集18巻８号1809頁）という公式（以下処分性公式）である。しか
し近年、一連の最高裁判決を通じて、この公式に基づく処分性解釈のあり
ようが大きく変わってきている。すなわち最高裁は、明らかに行政行為と
はみなされない行政の活動についてまでも広く処分性があると認め、抗告
訴訟の提起を適法としてきているのである。
こういった最高裁判決として、（a）みなし道路一括指定事件（最判平成
14年１月17日：民集56巻１号１頁）、（b）労災就学援護費不支給決定事件
（最判平成15年９月４日：判時1841号89頁）、（c）登録免許税拒否通知事件
（最判平成17年４月14日：民集59巻３号491頁）、（d）食品衛生法違反通知事件
（最判平成16年４月26日：民集58巻４号989頁）、（e）病院開設中止勧告事件
（最判平成17年７月15日：民集59巻６号1661頁）並びに（f）病院病床数削減
勧告事件（最判平成17年10月25日：判時1920号32頁）、（g）土地区画整理事
業計画決定事件（最判平成20年９月10日：民集62巻８号2029頁）が挙げられ
る。
これら事件の判決を通じて、最高裁が処分性を肯定するために用いてい
る解釈手法のことを、学説では「仕組み解釈」と言及するのが通例であ
る。そこで、この仕組み解釈とはいったいどのような解釈手法のことを指
すのか、という定義が問題となってこよう。もっともこの問題について
は、あるべき仕組み解釈とは何かという点も含め、十分な検討を要するこ
とである。しかし本稿において、仕組み解釈なるものを素材に一連の考察
を行っていく関係上、その解釈手法としてどのようなものを念頭に置いて
いるのか、ある程度明らかにしておかなければならないだろう。
それゆえ本稿では、さしあたり暫定的に、仕組み解釈について、次のよ
うに定義しておきたい。すなわち「仕組み解釈」とは、ある一つの法律条
文を解釈するに当たって、その法律の他の条文やその法律に関わる法規命
令のみならず、関連する法律や法規命令、さらに場合によっては、行政規
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則その他の行政実務のありようをも通じて構築されている、全体的な仕組
みを踏まえて解釈する手法のことを
(２)
いう。
ひるがえって、「仕組み解釈」については、とりわけ処分性の問題をめ
ぐって、学説上様々な議論が行われてきている。これら学説動向につい
て、筆者なりに大雑把にまとめると、次に掲げるいくつかの議論次元があ
るのではないかと思われる。①仕組み解釈を採用した判決について、事案
を踏まえつつ批評するとともに、その射程距離を議論するもの。②仕組み
解釈という「解釈手法」が何であるのかを議論するもの。③仕組み解釈が
前提とする「認識枠組み」が何であるのかを議論するもの。④違法性の承
継問題等、仕組み解釈に伴って生ずる「解釈論的な問題」を議論する
(３)
もの。⑤公法上の確認訴訟との役割分担等、仕組み解釈に伴って生ずる
「理論的な問題」を議論する
(４)
もの。
このように、処分性に係る仕組み解釈をめぐっては、大まかに言って５
つの議論次元があり、それぞれ深い考察が求められる。ただし本稿では、
筆者の能力や紙幅の都合から、これら①～⑤の議論次元全てを考察しえな
い。それゆえ《考察対象次元》を限定し、比較的に学説上現段階ではいま
だ検討が十分ではないと思われる、③の「認識枠組み」論に限定したい。
また上記と同じ理由から、本稿のみでは、先に挙げた（a）～（g）全ての
事件を考察しえない。それゆえ本稿では、《考察対象事件》を（d）の
「食品衛生法違反通知事件」に絞ることとし、この最高裁判決が採用する
仕組み解釈の認識枠組みについて考察
(５)
する。
したがって以上の限りでも、本稿の考察は試論的なものにとどまるので
あって、また導き出される結論も、仮説の域にとどまらざるを得ないこと
となろう。もっとも、処分性に係る仕組み解釈をめぐる議論について、行
政法総論の視点からの含意いかんといった問題につき、今後掘り下げて検
討していくにあたっての一つの足掛かりを得る、という目的は達成できる
のではないかと思われる。
そこで、以下本稿の構成であるが、第二章における本判決の概要紹介を
処分性に係る仕組み解釈とその認識枠組み：
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踏まえた上で、第三章において本判決の解釈の筋道を整理検討する。そし
て第四章では、この解釈の筋道の背景にある認識枠組みが、いかなるもの
であるのかについて考察していく。そして第五章では、全体の考察結果を
まとめるとともに、今後の課題を提示する。
第二章 判決の概要
水産物輸入販売業者である原告（控訴人・上告人）は、冷凍スモークマ
グロ切り身100kg（以下「本件食品」）を食用販売する目的で輸入すべく、
食品衛生法（平成15年法律第55号による改正前のもの、以下同じ）16条及び
食品衛生法施行規則15条（平成13年厚生労働省令第207号による改正前のも
の、以下同じ、以下施行規則）に基づき、成田空港検疫所長である被告（被
控訴人・被上告人）に対し、輸入届出書を提出した。被告は現場検査を行
い、本件食品の形状を確認した上で、「マグロの取扱いについて」と題す
る通知（厚生省生活衛生局乳肉衛生課長・食品化学課長通知）に基づき、一
酸化炭素含有状態の検査を受けるよう原告に指導した。
原告は、財団法人千葉県薬剤師会検査センターに検査を依頼したとこ
ろ、同センターから、本件食品１ kg当たり2370μgの一酸化炭素を検出
したとの検査結果を受けた。その後原告は、この検査結果を証する輸入食
品等試験成績証明書を被告に提出。被告はこの検査結果を踏まえ、本件食
品が食品衛生法６条（添加物含有食品等輸入規制）に違反すると認定すると
ともに、積戻し又は廃棄を求める旨の記載のある「食品衛生法違反通知
書」を原告に対し発した（以下この通知書による通知を「違反通知」）。
原告は、通関実務上、食品等に関して検疫所長が違反通知を出してしま
うと、その食品等に関しては、税関長による輸入許可が得られなくなると
いう点で、違反通知には法的効果があると主張し、その通知の取消訴訟を
提起した。これに対し被告は、違反通知が出されたとしても、そのことか
ら直ちに輸入許可が得られないという法的効果が発生するわけではないな
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どとして、本件訴えが処分性を欠き不適法であると反論した。一審判決
（千葉地判平成14年８月９日：民集58巻４号1017頁）並びに二審判決（東京高
判平成15年４月23日：民集58巻４号1023頁）とも、違反通知の処分性を認め
ず、原告の訴えを不適法として却下したので、原告は最高裁に上告。最高
裁は、以下の理由から原審の判断を破棄差し戻した。
最高裁は関係法律につき、次のように検討する。一般に食品衛生法の各
規定（４条の２、７条、10条、15条、平成14年改正前
(６)
22条）は、厚生労働大
臣に対し、食品等の安全確保のための責任と権限を付与しているところ、
食品衛生法16条は、食品等の輸入をしようとする者がそのつど厚生労働大
臣に輸入届出をしなければならないと規定しているのであるから、同条
は、厚生労働大臣に、輸入届出に係る食品等が食品衛生法に違反するかど
うかの認定判断権限を付与している。したがって食品衛生法16条は、厚生
労働大臣が輸入届出者に対しその認定判断の結果を告知し、これに応答す
べきことを定めている（以上、判決理由（１））。
つぎに施行規則15条は、食品衛生法16条の輸入届出について、所轄検疫
所長に対し輸入届出書を提出して行うべきとしているが、「輸入食品等指
導業務基準」（検疫所において実施する輸入食品等監視指導業務の取扱基準、
以下業務基準）によると、検疫所長は食品等が食品衛生法に違反しないと
判断した場合、その食品等を輸入しようとする者に対し、「食品等輸入届
出済証」を交付し、反対にこれに違反すると判断した場合には、「食品衛
生法違反通知書」を交付するとしている（なお違反通知が出された旨は検疫
所長から税関長へと連絡さ
(７)
れる）。そしてこれら書面の交付は、厚生労働大
臣の委任を受けて検疫所長が行う応答であるとともに、前述した食品衛生
法16条が定める応答を具体化したものでもある（以上、判決理由（２））。
一方で関税法70条２項によると、他の法令により、輸入に関して検査又
は条件の具備を必要とする貨物については、その輸入申告に係る税関での
審査の際に、その「検査の完了又は条件の具備」を税関長に証明し、その
確認を受けねばならない。この「検査の完了又は条件の具備」は、食品等
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の輸入に関して言えば、食品衛生法16条に基づく輸入届出を行い、食品衛
生法に違反しない旨の厚生労働大臣の認定判断を受けることによって、輸
入届出手続が完了したことを指す。したがって、税関長に対しこの手続完
了を証明し、その確認を受けなければ、関税法70条３項により、その食品
等の輸入は許可されない結果となる。そして、関税法基本通達70-３-１に
は、食品衛生法16条に基づき厚生労働省等が交付する食品等輸入届出書の
届出済証によって「検査の完了又は条件の具備」を証明させるとの規定、
また同通達67-３-６並びに同通達67-１-９には、輸入申告書にこの届出済
証の添付がない場合には、その輸入申告書を受理しないとの規定がある
（以上、判決理由（３））。
以上のことから違反通知は、食品衛生法16条に根拠を置くものであっ
て、厚生労働大臣の委任を受けた被告が本件食品の食品衛生法６条違反を
認定し、したがって輸入届出手続完了を証する届出済証を交付しない旨を
通知するものということができる。そして違反通知により、原告は本件食
品について、関税法70条２項に基づく「検査の完了又は条件の具備」を税
関に対し証明することも、またその確認を受けることもできず、その結果
同条3項により輸入許可を受けられなくなるとともに、関税法基本通達に
基づく通関実務の下では、輸入申告書を提出しても受理されずに、返却さ
れることとなる（以上、判決理由（４））。
それゆえに、本件違反通知には上記のような「法的効力」があるのであ
って、取消訴訟の対象とすべきである。
第三章 解釈の筋道
本章では、違反通知に係る処分性をめぐる上記の多数意見の解釈の筋道
と、横尾和子裁判官の反対意見の解釈の筋道とをそれぞれ分析し、両意見
の異同につき確認する。
早法85巻３号（2010）694
第一節 多数意見
まず多数意見は、違反通知につき、原審が取消訴訟の対象となりうる行
政処分と認めず不適法とした理由を、「検査の完了又は条件の具備」に関
する最終的な判断権限が帰属するのが“検疫所長”ではなく“税関長”で
あることに求めるとともに、「検疫所長が行う、食品衛生法違反通知は、
法令に根拠を置くものではなく、食品等を輸入しようとする者のとるべき
措置を事実上指導するものにすぎず、税関長を法的に拘束するものではな
い。」ことに求めている。
すなわち、多数意見が原審のポイントとして着目しているのは、違反通
知が、①法令に根拠を置くものではないこと、②食品等を輸入しようとす
る者のとるべき措置を事実上指導するものに過ぎないこと、③最終的な判
断権限を有する税関長を法的に拘束するものではないことの三点である。
これら三点を、処分性公式――“行政行為”に準拠した公式――と照らし
合わせてみよう。
そうすると、①は行政行為であれば求められるはずの「法的根拠」がな
いこと、また②は行政行為であれば私人にもたらすはずの「法的効果」が
ないことを示している。さらに③は、行政行為として他の行政機関を拘束
するだけの「法的権限」の裏付けがないことを指摘するものであ
(８)
ろう。そ
れでは、これら三点に関し、多数意見がどのように応答しているのかとい
う観点から、その意見を整理してみよう。
まず判決理由（１）の部分であるが、原審が違反通知を発する検疫所長
（厚生労働大臣から委任を受けている）について、税関長の関税法上の権限
との関係で、独自の「法的権限」を持つものではないとしたのに対して、
多数意見は、食品衛生法16条のみならず、同法の他の規定にも依拠しなが
ら、検疫所長の独自の法的権限を認めている。いわば多数意見は、食品衛
生法固有の観点から検疫所長の法的権限を導くとともに、この法的権限に
基づいて私人に対する一定の応答義務をも認めるのである。
ついで判決理由（２）の部分であるが、原審が違反通知につき、通達
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（業務基準）を根拠とするに過ぎないとして、「法的根拠」を認めなかった
のに対し、多数意見は、違反通知について、輸入届出制に係る規範具体化
の段階的秩序（食品衛生法16条―施行規則15条―業務基準―違反通知）の中に
位置づけることを通じて、違反通知の法的根拠を裏付けようとしている。
いわば多数意見は、違反通知が終局的には食品衛生法16条に対応すること
を指摘することを通じて、違反通知の法的根拠を強調しているのである。
そして判決理由（３）の部分であるが、原審が違反通知につき、法令上
の根拠のない事実上の指導であるから「法的効果」がないとしているのに
対して、多数意見は、関係通達（関税法基本通達）をも参照しつつ、《違反
通知が出されると輸入許可を受けられない》という行政実務上の手続運営
が、関税法70条の趣旨に即したものとした上で、この関税法上の実際的帰
結をもって、「法的効果」を基礎づけようとする。
以上のように多数意見は、処分性公式への当てはめを念頭に置いた上
で、もっぱら、判決理由（１）部分では組織の観点、判決理由（２）部分
では規範の観点、判決理由（３）部分では手続の観点といった三つの観点
に着目した
(９)
上で、それぞれ《法律》との結びつきを注意深く踏まえな
(10)
がら、違反通知の処分性を肯定する解釈を導いている。
そして判決理由（４）部分では、これら三つの観点からの議論が総合さ
れ、違反通知が食品衛生法16条に根拠を置くものであること、食品衛生法
６条に関わって厚生労働大臣から権限を委任された検疫所長が違反通知を
出していること、さらに違反通知によって原告は関税法70条の輸入許可が
受けられなくなることが指摘されている。
第二節 反対意見
以上の多数意見に対し、横尾裁判官による、違反通知の処分性を否定す
る解釈の筋道を分析していこう。横尾裁判官は、関税法70条２項に基づく
権限の性質について、同１項に基づく権限との比較を踏まえつつ、「他の
行政機関の許可、承認等を介することなく、他の法令による検査の完了又
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は条件の具備を確認する権限を税関長に付与した規定である」として、そ
れが税関長固有の権限であると指摘する。また食品衛生法６条にいう添加
物含有食品等の該当性は、科学的に判断されるものであって、権限を有す
る行政庁の認定判断を介しないという理由から、食品衛生法16条が検疫所
長に固有の判断権限をも応答義務をも認めるものではないとする。以上の
ことから、食品衛生法６条の違反がない旨は関税法70条２項の「検査の完
了又は条件の具備」に該当し、かつ、この確認に関しては税関長の権限に
属するものであるとする。つまり、法律上の権限内容に照らすと、検疫所
長が発する違反通知には、何らの独自の「法的権限」の裏付けも認められ
ないというのである。
ついで横尾裁判官は、《違反通知が出されると輸入許可が出されない》
という行政実務上の手続運営が、「行政機関相互間の協力関係を定めたも
のにすぎ」ず、「食品等を輸入しようとする者は、科学的な検査結果等を
もって当該食品等が法６条の規定する添加物含有食品等に該当しないこと
を証明し、税関長の確認を得ることができる」と指摘する。さらに、多数
意見が主張する、違反通知が食品衛生法16条に法的根拠を有し、輸入許可
を得られないとの法的効果が生じるといった見解に対しても、「本件通知
は、法令の委任によるものではない『輸入食品等監視指導業務基準』に基
づくものであるにすぎず、国民の権利義務に直接影響する行政の活動では
ない」と反論する。いわば違反通知は、行政実務上の存在にすぎず、「法
的根拠」も「法的効果」も認められないとの立場である。
かくして、横尾裁判官の反対意見も、多数意見同様、処分性公式への当
てはめを念頭に置いた上で、もっぱら、組織、手続、規範といった三つの
観点に着目し、それぞれ《法律》との結びつきを踏まえながら、違反通知
の処分性を否定する解釈を導いている。
第三節 小括
以上のように、多数意見と反対意見とでは、むろん違反通知につき処分
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性を認めるか否かという「結論」において相違しているわけであるが、し
かし解釈の筋道においては共通した点も認めら
(11)
れる。すなわち両意見と
も、違反通知に係る処分性の解釈に当たって、処分性公式への当てはめが
行われているという点、またその結果として、《法律》との結びつきが踏
まえられている点で
(12)
ある。それでは、こういった解釈の筋道における同一
性にもかかわらず、両意見が結論の相違へ至った要因とはいったい何なの
であろうか。筆者は、このような結論の相違を規定している一つの要因
は、《違反通知》という行為形式を捉える“認識枠組み”が両意見で相違
している点にあるのではないかと考える。次章では、この仮説を検証する
ために、さらに考察を進めていきたい。
第四章 認識枠組み
本章第一節では、多数意見の仕組み解釈が前提とする認識枠組みをめぐ
って、従来の学説がどのような理解を提示してきたのかを整理検討する。
その上で第二節では、これら学説の理解の背景には、二つの異なった局面
があることを指摘する。そして第三節では、これら二つの局面を念頭に置
きつつ、多数意見と反対意見の認識枠組み上の相違について、前章で確認
した組織、規範、手続の三つの観点から比較分析していく。
第一節 学説の理解
まず大久保規
(13)
子氏は、次のように述べられる。「本判決は、従来の公式
を固持してはいるが、①食品衛生法16条の文言のみならず、同法の仕組み
全体の柔軟な解釈により、その法的根拠を判断している、②食品衛生法の
みならず、関係法令も含めた制度の仕組み全体の解釈から通知の法的効果
を認めているという二重の意味で、処分性を緩やかに解していると位置づ
けることができる。」また高橋
(14)
滋氏も、本判決につき「個々の条文におい
て処分性を肯定する手掛かりが乏しいにもかかわらず、当該法令全体、あ
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るいは、関連法令（食品衛生法にとっての関税法）を考慮にいれて、全体の
法の仕組みから処分性を導き出した」と指摘される。
これに対し角松生
(15)
史氏は、「本判決は、食品衛生法違反通知の法的性質
と、関税法に基づく輸入許可手続という行政過程全体の中におけるその位
置づけについて本格的に論じたもの」と述べられる。また橋本博
(16)
之氏も、
本判決の法的効果をめぐるロジックについて、「輸入許可に係る全体の行
政過程の中で、食品衛生法に基づく検疫所長の通知というタイミングで、
紛争が成熟していることを明らかにしようとする解釈方法である」と指摘
される。これら角松・橋本両氏が念頭に置かれている局面は、先に挙げた
大久保・高橋両氏のそれと異なっていることが窺われるが、この点につい
ては次節で改めて論及する。
ついで山本隆
(17)
司氏は、本判決につき、「多数意見のように食品衛生法お
よび関税法を解釈して、検疫所長の食品衛生法違反通知が私人の法的地位
を規律する法的効果を持つとすることは、難しいと思われる。」として、
「作用法律の解釈による法的効果の導出可能性」については否定的に解さ
れながらも、「多数意見の結論は一部を除き、組織法や通達が両法［食品
衛生法と関税法：髙木注］の枠内で定める手続の流れの理解としては、是
認し得る。」として、「組織法の考慮と通達による手続の形成」を踏まえる
のであれば、肯定的に評価できるとされる。ここで山本氏は、本判決の仕
組み解釈に関して、「作用法律」の局面と「手続の流れ」の
(18)
局面という二
つの局面を想定されているということになる。
また山
(19)
本氏は、後者の局面に関わって、処分性に係る仕組み解釈を採用
した一連の最高裁判決の判断方法を、「手続構造の中で見た『処分』」とい
う観点、すなわち「処分性を承認される行為が決定の手続の中で、および
決定の手続として持つ性格」に着目し分析される。そして近時の判例か
ら、「行政機関が私人に対して処分の（一部）要件を前倒しして最終決定
する制度ないし慣行を形成している場合に、処分性を認め」る傾向を指摘
さ
(20)
れる。また、処分性公式の「規律性」要件認定にあたっての、「法効果
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と手続構造」の二つの観点を挙げられた上で、「概して言うなら、処分性
は、規律などの法的効果を重視して判断されてきたが、徐々に、行政機関
が私人に対して行う決定・執行のプロセスにおける当該行為の位置（最終
性など）が、判断要素としてのウェートを増している。」と指摘される。
さらに橋本博
(21)
之氏は、多数意見が違反通知につき、検疫所長による「申
請に対する処分」であって許可処分に類するものであることを、「関係法
令の仕組み解釈」から導き出しているところ、こ「のような仕組み解釈
は、結局のところ、法令の仕組みを改変するのではないか、という疑義」
を提起さ
(22)
れる。そして反対意見が指摘する、違反通知が出されても、税関
長には検疫所長と異なる判断をする余地があり、輸入を行おうとする者は
税関長による拒否処分の段階で争いうるとの「関税法70条の手続構造に係
る論旨」には十分な説得力があると述べられる。加えて、「多数意見と反
対意見の分岐」が「関係法令の解釈の相違」にあるとも指摘されている。
以上の点やそのほか前後の文脈から察すると、橋本氏は、基本的には多
数意見も反対意見も、“（関係法令の）仕組み解釈”を行っていると理解さ
れているのではないかと思われる。もっとも橋本氏は、反対意見のような
“法令の仕組みを改変するおそれのない仕組み解釈”と、多数意見のよう
な“法令の仕組みを改変するおそれのある仕組み解釈”とで、その評価を
分けられるところ、これら二つの区別をどのような観点に求めるのかが問
題であろう。この点、処分性に係る仕組み解釈判例一般を論じられる文脈
においてではあるが、次のような指摘をされて
(23)
いる。
?処分性に関する『仕組み解釈』は、係争行為の根拠法令の中から行政
不服申立てやそれに類比される仕組みを発見し、当該行為につき処分性を
肯定する立法者意思を明らかにするという限定的なものから、当該行為そ
のものが根拠法令によって与えられている法的効力（規律を通用させる力
ないし仕組み）から離れ、本来法的効力とはいえない事実上の影響力（影
響を及ぼす仕組み）を視野に入れて、処分性を肯定するためのツールにま
で拡大している。」その上で橋本氏は、近時の判例による処分性に係る仕
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組み解釈が、「立法論的解釈（法的仕組みの作り直し）とも言うべき様相を
呈しつつ
(24)
ある」と指摘される。以上のように橋本氏も、仕組み解釈に関わ
って、法的な局面と事実的な局面という、二つの質的に異なった局面を念
頭に置かれているのである。
第二節 法令と行政過程
以上第一節では、本判決における仕組み解釈の認識枠組みをどのように
理解するかをめぐって、代表的な学説の議論を見てきたわけだが、少なく
とも、これら学説が着目している局面には、二つの典型的な『局面』があ
ることが窺われる。例えば、大久保氏や高橋氏が、食品衛生法やその関係
法令の局面に着目されているのに対し、角松氏や橋本氏は、輸入許可手続
をめぐる行政過程の局面に着目されて
(25)
いる。また同じ「仕組み」といって
も、橋本氏は、法令の局面と事実的な局面とで使い分けられている。さら
に、仕組み解釈に関連して用いられている「手続構造」という表現につい
ても、橋本氏のそれは、法令の局面を置いているように思われるのに対
し、山本氏のそれは、実際に行われている手続の流れの局面を念頭に置い
ているように思わ
(26)
れる。そこで、以上学説の理解が念頭に置いている概念
について、筆者なりに整理してみると、次のようになる。
一方で、仕組み解釈の前提として、「法令」という『局面』が念頭に置
かれ、その法令の仕組みないし構造のなかで、違反通知の法的性質を理解
しようとする
(27)
もの。他方で、仕組み解釈の前提として、「行政過程」とい
う『局面』が念頭に置かれ、その行政過程の仕組みないし構造のなかで、
違反通知の法的性質を理解しようとするもの。もっとも、両局面の違いを
見ると、「法令」に基づく仕組みないし構造の場合には、法律や法規命令
といった一群の法体系を見れば、それが認識可能であるのに対し、「行政
過程」に基づく仕組みないし構造の場合には、そういった一群の法体系の
みでは認識し得ない、その執行段階における定型的な展開にまで対象を広
げて、その仕組みが認識可能なものとなるという、大きな違いがあるよう
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に思われる。
以上のように、‘法令上の仕組みないし構造’と ‘行政過程の仕組みない
し構造’とでは、その認識可能性の程度において質的な相違があることを
踏まえて、以下本稿では、両者について、概念を区別して用いたい。すな
わち、法令の局面では「仕組み」という概念を（法令上の仕組み）、行政過
程の局面では「構造」という概念（行政過程の構造）を用いることとし
(28)
たい。
第三節 組織・規範・手続
本節では、本章第二節までの検討を踏まえた上で、本判決の仕組み解釈
の背景にある認識枠組みについて考察する。なおこの考察に当たっては、
第三章でもみたように、多数意見と反対意見、それぞれの解釈のなかで共
通していた、組織（法的権限）、規範（法的根拠）、手続（法的効果）という
三つの観点を手掛かりとして、かつ、両意見を相互比較しながら分析して
いくこととしたい。またそれと同時に、これら三つの観点が交錯する『局
面』として、本章第二節での学説の検討から導き出したように、「法令」
――さしあたりある行政活動をめぐって法律や法規命令によって形成され
ている一群の法体系と定義しておく――という局
(29)
面と、「行政過程」――
さしあたりその法体系が行政主体を通じ定型的に執行される一連の過程と
定義しておく――という
(30)
局面との二つの類型を設定し、これら局面の概念
的相違をも念頭に置きながら分析を進めていき
(31)
たい。
まず、多数意見が念頭に置く、違反通知をめぐる組織のありようを整理
しよう（後掲図１参照）。多数意見は、違反通知を発する検疫所長の「法的
権限」を、食品衛生法の諸規定から導き出しており、その限りで多数意見
は、食品衛生法に係る「法令上の仕組み」に着目している（判決理由
（１））。しかしながら、多数意見が挙げている諸規定をみても、「特定の物
件としての食品等に関して、申請に対する応答の権限を定めたものは見当
(32)
たら」ず、この議論のみで「法的権限」を根拠づけることには不自然さを
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感
(33)
じる。むしろ多数意見は、検疫所長と税関長という二つの異なった行政
機関の間で、かつ、違反通知と輸入不許可処分という両行為形式に関わっ
て、いわば《権限行使の敬譲》という「行政過程の構造」が認められるこ
とに着目しているように思われる（判決理由
(34)
（４)）。
すなわち、添加物含有食品等輸入規制を管轄する検疫所長が、ある食品
に関して違反通知を出した以上、税関長としてはその認定判断権限の行使
結果を尊重して輸入許可権限を行使するものとするという、複数の行政組
織の間で形成された『組織構造』である。これに対し反対意見は、「行政
機関相互間の協力関係」という表現で、多数意見が暗黙裡に、このような
行政過程の組織構造を踏まえた解釈を行っていることを意識した上で、た
とえそういった構造があるにしても、それは法令上定められた組織に係る
仕組みではない以上、処分性判定に当たり考慮すべきではないとしてい
る。
ついで、多数意見が念頭に置く、違反通知をめぐる規範のありようを整
理しよう（後掲図２参照）。多数意見は、違反通知の「法的根拠」につい
て、食品衛生法16条→施行規則15条→業務基準→違反通知という規範具体
化の段階的秩序を擬制することを通じて、違反通知が食品衛生法16条に根
拠を持つことを論じている。その限りで多数意見は、法令上の仕組みに着
目していると言える（判決理由
(35)
（２)）。しかしながら違反通知が、食品衛
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生法16条にも施行規則15条にも規定されていないことにかんがみると、
「結局通達自体に依拠したものに過ぎ
(36)
ない」との指摘には説得力がある。
それゆえ多数意見は、食品衛生法及び施行規則の運用に当たり用いられて
いる業務基準に関わって、いわば《行政規則の外部化》という「行政過程
の構造」が認められることに着目しているのではないかと思わ
(37)
れる。
すなわち、食品衛生法16条や施行規則15条の意味内容が、行政規則に過
ぎない業務基準を通じて決定されるという、複数の法令規則の間で形成さ
れた『規範構造』で
(38)
ある。これに対し反対意見は、違反通知が法令上定め
られた規範に係る仕組みに基づいていない、すなわち業務基準が食品衛生
法等の法令の委任に基づいたものではないという観点
(39)
から、違反通知の処
分性を否定している。
さいごに、多数意見が念頭に置く、違反通知をめぐる手続のありようを
整理しよう（後掲図３参照）。多数意見は、違反通知の「法的効果」につい
て、輸入「届出」がその実質「申請」であるとの解釈をすることによって
裏付けて
(40)
おり、その限りでは、食品衛生法に係る法令上の仕組みの範囲内
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で議論を行っている（判決理由（１）（２））。しかしながら、違反通知をめ
ぐる手続は、法令上はあくまでも「届出制」であって、「許可制」ではな
い。それゆえに、違反「通知はそれ自体としては、貨物の積戻し・廃棄等
の行政指導にとどまると言わざるを得
(41)
ない。」のであって、食品衛生法に
係る法令上の仕組みだけでは、違反通知＝申請に対する処分という多数意
見の解釈を正当化することは困難なので
(42)
ある。そこで多数意見は、食品衛
生法違反をめぐる紛争が、輸入不許可段階でなく違反通知段階で成熟して
しまっていること、いわば《紛争の早期成熟》という「行政過程の構造」
が認められることに着目しているように思われる（判決理由
(43)
（４)）。
すなわち、税関長の輸入許可・不許可判断にとって、検疫所長による違
反通知の発出の有無は、行政実務上決定的な出来事で
(44)
あり、かつ、食品衛
生に関する問題であるがゆえに、直接検疫所長と争わせたほうが合理的か
つ効率的で
(45)
あるといった観点から、行政主体と市民との間で形成された
『手続構造』である。もっとも反対意見では、多数意見がこのような行政
過程の手続構造を踏まえ解釈していることに対して、違反通知が出されて
も輸入許可がなされる可能性があることを指摘しながら否定し、かつ、不
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受理を拒否処分とみなすということも含め、輸入不許可処分段階で争わせ
るという、法令上定められた手続に係る仕組みを念頭に置き反論してい
る。
第四節 小括
以上、多数意見・反対意見それぞれの解釈が前提とする認識枠組みにつ
いて、三つの観点を基礎に比較分析してきた。その結論を述べると、多数
意見は、「法令上の仕組み」という認識枠組みではなく、「行政過程の構
造」という認識枠組みを基礎として仕組み解釈をしているのではないかと
いうことである。すなわち多数意見は、「組織構造（権限行使の敬譲）」、
「規範構造（行政規則の外部化）」、「手続構造（紛争の早期成熟）」といった、
食品輸入に係る行政過程においてみられる三つの構造を立体的に交錯させ
ながら、違反通知の法的性質を認識しようとする枠組みに立脚しているの
ではないだろうか、ということである。
しかし一方で、多数意見はこのような認識枠組みに立ってはいながら
も、解釈手法としては、処分性公式への当てはめという《外装》――「法
的権限」・「法的根拠」・「法的効果」――に準拠し続けていることにも留意
せねばならない。いわば多数意見は、伝統的な行政行為準拠的な解釈手法
に立ちつつも、その手法の運用に当たって「行政過程の構造」の認識枠組
みを踏まえているのである。
これに対し反対意見では、違反通知に関し、組織的観点であれ、規範的
観点であれ、手続的観点であれ、「法令上の仕組み」に基づいて、処分性
があるか否かを判断すべきであるとしている。したがって、多数意見の
「仕組み解釈」とは、違反通知をめぐる「行政過程」に目を向け、その
「構造」に対する認識を媒介としてなされている解釈的営為であるのに対
して、反対意見のそれは、あくまでも違反通知をめぐる「法令」にのみ目
を向け、その「仕組み」に対する認識を媒介としてなされている解釈的営
為であると言えよう。
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それゆえに、多数意見の「仕組み解釈」の真の問題性とは、それが《仕
組み解釈》を採っているといった、その「解釈手法」にあるのではなく
――というのも反対意見も法
・
令
・
に
・
基
・
づ
・
く
・
《仕組み解釈》なのだから――、
その解釈手法の前提となる認識枠組みとして、「行政過程の構造」が対象
とされてしまっている、ということにこそあるのではないか。このような
法令に依拠していない行政現象をも前提としてしまう認識枠組みが、法令
に依拠して行政現象を把握しようとする行政法学の基本的な考え方（法律
による行政に基づく考え方）との間で、どのような緊張関係を持つこととな
る
(46)
のか。おそらくこういったことが、本判決を含む、行政過程を念頭に置
いた処分性に係る仕組み解釈に伏在している理論的な問題なのであろう。
第五章 むすびにかえて
本稿では、処分性に係る仕組み解釈を採用したと言われる食品衛生法違
反通知事件最高裁判決について、その解釈の背景にある《認識枠組み》が
いかなるものかという問題意識から、同判決について、先行諸学説の議論
動向を踏まえつつ、かつ、多数意見と反対意見の解釈の筋道を比較しなが
ら検討してきた。その結果、本稿では、多数意見と少数意見とでは、処分
性公式の当てはめ――「法的権限」要件、「法的根拠」要件、「法的効果」
要件――という点では共通性がある一方で、多数意見が前提とする、仕組
み解釈に係る認識枠組みが、「行政過程の構造」に立脚しているのではな
いか、これに対し反対意見は「法令上の仕組み」に立脚しているのではな
いか、という結論を導いた。いわば、両意見の結論の相違は、解釈手法の
相違に基因するのではなく、認識枠組みの相違に基因するのではないかと
いうことである。
また、多数意見が前提とする「行政過程の構造」に関して、組織の観
点、規範の観点、手続の観点といった、三つの観点から分析――組織構造
分析、規範構造分析、手続構造分析――できるのではないかとの考えのも
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と、それぞれ、権限行使の敬譲という組織構造、行政規則の外部化という
規範構造、紛争の早期成熟という手続構造を挙げた。そして本判決が、こ
ういった行政過程においてみられる三つの構造の立体的な交錯を認識把握
した上で、処分性公式への当てはめを行っているのではないかと指摘し
た。言い換えれば、「食品衛生法違反通知」という一つの行為形式は、食
品輸入に係る行政過程におけるこれら三つの構造の交錯のなかに位置づけ
られることによって、――「法令上の仕組み」からでは必ずしも導き出し
えない――処分性が認められているのではないかということである。
以上の考察結果を踏まえ、今後の研究課題をいくつか指摘しておきた
い。まず本稿でも指摘した、「行政過程の構造」といった認識枠組みが、
ほかの処分性に係る仕組み解釈の判例に関しても妥当するのかという点が
挙げられる。また仕組み解釈について、「行政過程の構造」といった認識
枠組みを媒介として理解しようとすることの法解釈上の意義についても、
本稿では十分説明しえていない。さらに、「行政過程の構造」といった認
識枠組みをも踏まえた仕組み解釈が、行政救済法の解釈としてどのような
問題を孕んでいる
(47)
のか、また行政救済法の理論としてこの解釈手法をどの
ように正当化しうるのかなどの点も、なお検討していく必要があ
(48)
ろう。
さいごに、本稿では「処分性」という一つの行政法上の論点について、
規範、組織、手続という三つの観点から議論してきたわけであるが、この
ような複眼的な思考様式は、すでに佐藤英善氏の行政法総論、とりわけ
「法律の留保」論においても認められるところで
(49)
ある。すなわち佐藤氏は、
法律の留保という一つの論点について、行政領域の種別等に応じて、作用
法、組織法、手続法という三つの法の観点から議論を展開されている。本
稿は、この複眼的な思考様式について、佐藤氏の行政過
(50)
程論とともに、大
いに参考させていただいている。もっともそうは言っても、本稿は、筆者
の能力不足から、佐藤氏の議論においてみられる、行政法総論に対する重
厚な体系的思考（人権保障や国民主権といった憲法原理への配慮を含む）を欠
いている。したがってその限りでは、本稿は、佐藤氏の議論の一部の「ロ
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ジック」を参考させていただくことができたに過ぎない。このような不十
分さを少しでも補うためにも、今後、規範・組織・手続をめぐる複眼的思
考様式と、行政過程論とをどのように接合していくのかという点を含め、
さらに研究していかなければならない。
(１) 行政行為の定義として、例えば塩野宏『行政法Ⅰ［第五版］』（有斐閣、2009
年）112頁。「行政の活動のうち、具体的場合に直接法効果をもってなす行政の権力
的行為」。
（２) ちなみに塩野・前掲注（１）58頁では、「仕組み解釈」の定義として、「条文の
解釈に当たっては、単にその条文の字句に沿った解釈を心掛けるだけでは不十分
で、その法律全体の仕組みを十分理解し、その仕組みの一部として当該条文を解釈
していくことが必要であ」って、「ときには、関連の他の法律にまで視野をひろげ
て考察をしなければならない」と述べられる。また橋本博之『行政判例と仕組み解
釈』（弘文堂、2009年）63頁では、処分性に係る仕組み解釈として、「係争行為の根
拠法令（関連法令を含む）の仕組み全体を解釈する方法」と定義されている。
これらの定義と比べると、行政規則や行政実務のありようをも明示的に含むとし
ている本文の定義は広いものとなっているが――ただし憲法的価値の斟酌につき塩
野・前掲注（１）58頁――、その趣旨は、現在仕組み解釈として判例学説上議論さ
れている解釈手法を、広く研究対象として包摂するということにある。この点に関
わって興味深い指摘として、平岡久『行政法解釈の諸問題』（勁草書房、2007年）
18頁～19頁参照。平岡氏は、仕組み解釈で言うところの「仕組み」の理解が、行政
法「解釈」ではなく行政法規の「認識」作業であると指摘される。その上で同氏
は、行政法研究者が後者の作業を、「一つ又は関係する複数の行政法規についての
みならず、行政法規全体、とりわけ行政作用法規の全体について行ってきている」
ほか、「事実上の現象ではあるが法的観点からの関心を惹くものをも含む、行政法
現象全体」についても行ってきていると述べられる。
（３) 違法性の承継に関しては、さしあたり塩野・前掲注（１）148頁～149頁参照。
（４) 公法上の確認訴訟に関しては、例えば、碓井光明「公法上の当事者訴訟の動向
（一）～（二・完）」自研85巻３号、４号（2009年）参照。
（５) なお（e）（f）両判決については、別稿で検討している。拙稿「経済行政過程
における行政指導とその処分性」佐藤英善先生古稀記念論文集『経済行政法の理
論』（日本評論社、2010年刊行予定）。
（６) 本文で列挙した食品衛生法の規定は、食品等に関する規準・規格の設定、販売
等の禁止、検査命令や廃棄命令等に関する権限を定めたものである。
（７) 具体的には、検疫所長から税関長に対し、「食品衛生法違反物件通知書」が送
付される。
（８) 多数意見の解釈の筋道に関する各評釈等の検討の仕方は、判決理由で明示され
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ている議論の流れに沿って、違反通知に係る「法的根拠」と「法的効果」という二
つの点をめぐって議論するというのが通例である。例えば、林俊之「判批」最判解
説民平成16年度296頁、西口元「判批」平成16年主民判解、判タ1184号（2005年）
268頁、大橋真由美「判批」ひろば58巻８号（2005年）68頁、橋本博之「判批」判
評554号（2005年）170頁等を参照。また橋本書・前掲注（２）69頁では、本判決の
ロジックにおいて、これら二点が「重畳的に論じられている」と指摘される。
もっとも本稿では、多数意見が判決理由において、みずから整理し提示している
処分性要件を、そのまま受け止めるのではなく、それが暗黙のうちに踏まえている
要件をもできる限り可視化した上で、議論する必要があると考える。このことから
本稿では、多数意見及び各評釈等において、「法的根拠」要件（いわば作用法的側
面）の一環として言及されている「法的権限」の問題（いわば組織法的側面）を、
独立した要件として取り上げたい。
なおこの観点からすると、山本隆司「処分性（４）」法教335号（2008年）49頁以
下が、処分性に係る仕組み解釈についての一連の最高裁判決を分析するに当たっ
て、処分性の伝統的な要件として、「権力性」、「規律性」、「具体性」の三要件に分
けられるとともに、そのうちの「権力性」要件を、「行政庁が私人に対して専ら自
らの責任で、公益を実現するための決定を行う権限を持つこと」（同49頁）と述べ
られているのが注目される。さらに処分性公式を示した本文前掲最判昭和39年10月
29日において、処分性の認められる「行政庁の行為」につき、「正当の権限ある行
政庁により、法に準拠してなされるもの」と判示している点も改めて参照。
（９) 本判決を、「輸入食品等に関する厚生労働大臣の権限」、「食品衛生法違反通知
の法的根拠」、「食品衛生法違反通知の法的効果」の三点を明らかにしたものとして
特徴付ける、判時1860号43頁の本判決匿名コメントも参照。
（10) この点例えば、角松生史「判批」法政72巻２号（2005年）385頁（「最高裁は、
通達に基づく行政実務を明らかに参考にしているが、それに正面から依拠している
わけではない。」原文中の傍点省略）、橋本評釈・前掲注（８）171頁（「通関手続の
実際を踏まえつつ、関係法令の手続的仕組みを全体として解釈して『法的効力』を
発見することにより、処分性を肯定しようとする解釈手法」）等を参照。関連して
橋本書・前掲注（２）25～26頁及び同書70頁も参照。
（11) なお、関税定率法上の輸入禁制品に該当するとの税関長の通知について処分性
を肯定した先例（最判昭和59年12月12日民集38巻12号1308頁）と、本判決との事案
の相違については、今本啓介「判批」法資271号（2004年）98頁～99頁等参照。
（12) 多数意見も反対意見も、処分性公式という「同一の基準への当てはめ」を行っ
ていると指摘するものとして、橋本評釈・前掲注（８）169頁参照。
（13) 大久保規子「処分性をめぐる最高裁判例の展開」ジュリ1310号（2006年）22
頁。
（14) 南博方・高橋滋編『条解 行政事件訴訟法［第３版補正版］』（弘文堂、2009年）
64頁【高橋滋】参照。
早法85巻３号（2010）710
（15) 角松・前掲注（10）385頁参照。
（16) 橋本書・前掲注（２）70頁参照。
（17) 山本隆司「処分性（２）」法教322号（2008年）70頁～73頁参照。
（18) 関連して西口・前掲注（８）269頁も、本判決が違反通知後の行政手続の流れ
を直視して法的効果を認めたと論評される。
（19) 山本（４）・前掲注（８）48頁以下参照。
（20) 関連して、近時の処分性拡大判例に関し、「それ自体法的保護に値する相手方
の法的地位の帰趨を決定づけるようなファイナル性を有する行政決定」について処
分性を肯定するものと特徴づけられる、亘理格「行訴法改正と裁判実務」ジュリ
1310号（2006年）８頁も参照。
（21) 橋本評釈・前掲注（８）172頁参照。
（22) 橋本評釈・前掲注（８）172頁評釈も、「本判決による『法全体の構造』の解釈
は、行政実体法上の通知につきこれを許可制に作り変えるという、解釈による法的
仕組みの創造という意義を有するのではないか。」と指摘される。関連して橋本
書・前掲注（２）25頁～26頁参照。さらに角松・前掲注（10）385頁も、「文言上は
届出制とも見られる法の仕組みを解釈によって許可制に読み替えるという解釈論的
操作」が行われている旨指摘する。関連して大橋・前掲注（８）68頁～69頁や大久
保・前掲注（13）22頁も参照。
（23) 橋本書・前掲注（２）92頁～93頁参照。さらに同書25頁～26頁も参照。関連し
て大久保・前掲注（13）24頁も参照。
（24) なお、裁判所によるこの種の解釈手法について、それはそれで良いのではない
かとの指摘もある。越智敏裕「処分性をめぐる最近の最高裁判決の動向」ひろば89
巻５号（2006年）21頁注（20）参照。「司法救済を与えるべき場合であるのに適切
な行政手続が整備されていないと判断したのであれば、裁判所が司法救済の観点か
ら見て実体法の不備を是正・補充する役割を果たしてもよいように思われる。実体
法、行政手続法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法において、処分性概念はある
程度連動して機能する法概念として仕組まれており【髙木注：原文にある括弧は省
略】、立法府もまた裁判所による補充を予定しているといえないであろうか。」
この越智氏とは対極的な議論として、高木光「行政法入門?」自セ46巻12号
（2007年）７頁は、多数意見のように、処分性公式を維持したまま「無理な解釈」
をすることに対し、「行政法システムは、『行為形式』に即した権限分配や手続ルー
ル、法律による民主的統制などを含めて全体として機能すべきもの」であって、
「単に『救済の便宜』や『違法な行政実務に対する懲らしめ』という観点から『仕
組み解釈』をすべきではない」と指摘される。
さらに橋本評釈・前掲注（８）172頁も、処分性という解釈問題が、「行政法令の
仕組み解釈によって一義的に導かれる法的性質決定である」と指摘されるととも
に、「処分性の有無は、具体的な紛争状況や、個々の裁判の事例に応じてアドホッ
クに判断されるのではなく、紛争とは切り離された行政法令解釈の帰結として導か
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れる。」とされる。
（25) もっとも、大久保氏や高橋氏が、「行政過程」の局面にまったく着目していな
いとか、角松氏や橋本氏が、「法令」の局面にまったく着目していないとまでは言
えないであろう（この点、とくに本文で挙げた二ヶ所の橋本氏の議論を比較参照）。
したがって、本文における学説の整理には、一定の留保が必要である。
（26) 関連して山本隆司「処分性（５）」法教339号（2008年）59頁以下も参照。その
ほか「構造」という表現につき、橋本評釈・前掲注（８）172頁、越智・前掲注
（24）14頁、林・前掲注（８）299頁等も参照。
（27) この点、原告適格をめぐる行訴法９条２項との共通性もあるのではないかと思
われるが、本稿では留保しておきたい。新潟空港事件（最判平成元年２月17日民集
43巻２号56頁）も参照。原告適格規定と処分性に係る仕組み解釈との内在的な関連
性については、例えば亘理・前掲注（20）７頁参照。
（28) 筆者は、仕組みないし構造の意義として、両者とも「制度的な関係性」という
ことを念頭に置いている。ただこの点については、前掲注（５）の拙稿において、
試論的にではあるものの論じているところなので、さしあたり本稿では触れないこ
ととしたい。
（29) 従来から行政法学方法論の一つとして議論されてきた「法的仕組み」論と、処
分性に係る仕組み解釈で一般に念頭に置かれている「法令上の仕組み」との関係に
ついては、本稿では留保しておきたい。「法的仕組み」論については、例えば小早
川光郎「行政の過程と仕組み」高柳信一先生古稀記念論文集『行政法学の現状分
析』（勁草書房、1991年）151頁以下所収参照。
（30) ?行政過程」論については、例えば、塩野宏『行政過程とその統制』（有斐閣、
1989年）３頁以下や佐藤英善『経済行政法』（成文堂、1990年）213頁参照。
（31) ちなみに、以下本文の《行政過程の構造分析》という分析視角は、別稿におい
て、比較法研究の方法として用いたことがある。この別稿では、アメリカの【連邦
税確定過程】という「行政過程」――申告過程・調査過程・不服審査過程・訴訟過
程――において、【査定（assessment）】という行為形式がいかなる意義を持って
いるのか――それとともに日米の申告納税制度の差異は何か――を確かめるという
目的のもと、その行政過程の手続構造を分析した。拙稿「米国連邦税確定行政にお
ける「査定（assessment）」の意義（１）～（３・完）」福井大学教育地域科学部紀
要第Ⅲ部（社会科学）第61号（2005年）１頁以下、第62号（2006年）１頁以下、第
63号（2007年）25頁以下参照。またより広い分析視角のもとでは、マクロの行政過
程╱ミクロの行政過程、通時的分析╱共時的分析、手続構造╱組織構造╱規範構
造、といった各種のカテゴリーを念頭に置いた分析ができるのではないかという点
についても、「（３・完）」128頁以下で端緒的に指摘している。さらにこういった分
析視角を念頭に置いた研究として、拙稿「米国連邦税徴収行政における手続的デュ
ー・プロセス」早誌第54巻（2004年）53頁以下や、拙稿「米国連邦税調査行政にお
ける新たな動向：限定争点集中調査（Limited Issue Focused Examination）を中
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心に」早法第81巻第３号【西鳥羽和明教授追悼号】（2006年）191頁以下も参照。
本稿では、わが国の【食品輸入行政過程】において、【食品衛生法違反通知】と
いう行為形式がいかなる意義を持つのかということについて問おうとするわけであ
るが、これは上記一連の比較法研究で用いた分析方法について、日本法の研究にも
「転用」できるのかどうかを試みるとの意図をも有している。
（32) 角松・前掲注（10）386頁（原文中の傍点は省略して引用）。
（33) 関連して山崎栄一郎「判批」平成16年行判解説（2006年）189頁～190頁も参
照。
（34) 橋本評釈・前掲注（８）172頁は、検疫所長の違反通知によって税関長の判断
が法的に拘束されるということが、仕組み解釈を通じて導かれるのかどうかが、本
判決の一つの決め手となっていると指摘する。この点本判決が「税関長の判断につ
いて他の行政機関による判断の関与を認めている」と指摘される大橋・前掲注
（８）69頁も参照（ただし同69頁～70頁は、関税法上の輸入許可と食品衛生法上の
違反通知とを結び付けているのが、法律ではなく通達のみであることから、検疫所
長の判断が税関長の判断を拘束するという点は評価が分かれうるとも指摘される）。
また山本（２）・前掲注（17）72頁は、「税関が検疫所長の判断に反して食品衛生
法適合性を確認できるとは、基本的に考えられない。それは、行政機関相互の事務
分担と協力の原則に反する。」と指摘される。また角松氏も、「厚生労働大臣および
検疫所長の専門的行政判断権限を重視する観点から、訴訟の場でそれらに処分の適
法性を主張させようとする発想を読み取ることもできよう。」（角松・前掲注（10）
389頁）と指摘されるとともに、「厚生労働大臣の専門的行政判断権限を重視した判
決という理解も可能」（同390頁～391頁）と指摘される。さらに橋本評釈・前掲注
（８）174頁注（４）は、以上の論点につき、「行政行為の効力が行政機関相互に及
ぶのか」といった、伝統的に行政行為の公定力の議論として扱われてきた問題との
つながりを示唆される。
関連して高木・前掲注（24）８頁は、食品等輸入届出済証に全く法的効果がない
というのもためらわれるとして、「特段の事情のない限り、税関長は検疫所長の専
門技術的判断を尊重すべき法的義務があると解して、『公証行為』の一種と説明す
る」ことを提案されている。
（35) 越智・前掲注（24）18頁は、違反通知について、食品衛生法16条に基づくもの
と「擬制」されている旨指摘される。
（36) 角松・前掲注（10）387頁。
（37) なお山本（２）・前掲注（17）72頁では、輸入届出に対する応答義務を導出す
るための解釈論的構成として、行政規則の外部効果に言及されている。
（38) 関連して山崎・前掲注（33）190頁～191頁は、「検査の完了又は条件の具備」
をめぐる多数意見の解釈につき、「関税法基本通達からいわばさかのぼるようにし
て法律の解釈をしたのではないかとの疑問も禁じ得ない」と指摘される一方で、
「法令の文言が通達に合致するように解釈されることはそうおかしいことではない
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ということもできる」と指摘される。ここでは、関税法・関税法基本通達間におけ
る《行政規則の外部化》の規範構造が問題とされているといえようか。
（39) 西田幸介「判批」平成16年度重判45頁は、違反通知につき法律の留保の観点か
らの問題性を指摘される。
（40) 林・前掲注（８）301頁（注３）では、食品衛生「法16条では『届出』と規定
しているところ、本判決は、文言に必要以上に拘泥することなく、これが行政手続
法にいう『申請』であると解釈した」と指摘される。なお法令上の「届出」が「申
請」と解される場合として、戸籍法上の届出や住民基本台帳法上の転入届が挙げら
れる。同300頁～301頁（注３）参照。もっとも、受理に際し婚姻適齢（民法731条）
や重婚の禁止（民法732条）等の実体的要件を認定判断すべきことが法律上明文で
定められている「婚姻の届出」と、そういった実体的要件について認定判断すべき
ことが法律そのものではなく解釈によって導き出されている「輸入届出」とでは相
違があることについて、角松・前掲注（10）385頁参照。
（41) 山本（２）・前掲注（17）70頁。
（42) 越智・前掲注（24）16頁は、法的効果をめぐる多数意見の説明が説得力に欠く
旨を指摘された上で、「擬制により辛うじて法的効果を認識したもの」と論評され
る。また、法的効果判断をめぐって、関係法令も含めた法構造を介した「法的装
飾」が施されている旨指摘される同18頁も参照。山本（４）・前掲注（８）51頁も、
違反通知の法的効果をめぐる多数意見の解釈につき、「従来の処分性承認の要件を
維持するために、行政実体法（食品衛生法、関税法）の方を強引に解釈している。」
と評価される。
（43) 橋本書・前掲注（２）71頁では、「結局のところ、同判決［食品衛生法違反通
知事件最高裁判決：髙木注］の仕組み解釈は、事実上高い蓋然性で輸入不能となる
ことを『法的効果』へと解釈技術的に変換し、抗告訴訟として紛争の成熟性を認め
るテクニックによったもの」と指摘される。また橋本書・前掲注（2）25頁も、違
反通知があれば輸入許可が得られないという「事象」を「法的効力」と解釈した旨
指摘され、裁判所が違反通知の段階で紛争が成熟したと考えたという。同書70頁も
参照。関連して北村和生「判批」速報重判解説［No.2004-015］３頁や西田・前掲
注（39）45頁も参照。
さらに角松・前掲注（10）387頁も、本判決が、違反通知と輸入許可とが連動す
ることによって法的効果が発生すると考えている旨指摘される。なお山本（２）・
前掲注（17）72頁は、行政手続の流れとしては、違反通知により輸入許可を受けら
れなくなるとして、違反通知に法的効果を認めることを承認される。
（44) 山本（２）・前掲注（17）76頁では、違反通知の法的効果を肯定する論拠とし
て、食品衛生法適合性に関し違反通知が、「行政機関としての最終的な判断決定」
として扱われる「通達に定められた実務慣行」があることを挙げられる。また違反
通知に「法律上の明文の根拠がない」という問題点に対しては、「通達の定める通
知手続を許容する、食品衛生法16条等および輸入許可の根拠である関税法70条を援
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用すれば足りるのではないか。」と指摘される（同頁参照）。
（45) 山本（２）・前掲注（17）72頁では、業務基準や関税法基本通達が定める「輸
入者の届出を受けた検疫所が、調査判断を行い、結果を税関とともに輸入申告を行
う輸入者にも示す手続」は、「税関が輸入申告を受けて、検疫所に調査判断を求め
て結果を照会する」手続の代わりに設けられていると考えることができると指摘さ
れる。その上で、後者ではなく前者の手続をとることは、食品衛生法や関税法の手
続の定めに抵触するわけでもなく、かえって手続の効率化が図られうると指摘され
る。また山崎・前掲注（33）190頁～191頁も、添加物含有食品等輸入規制につき、
検疫所長ではなく、税関長が最終的な判断権限をもってしまうような解釈（反対意
見のような解釈）には疑問があると指摘され、意思行為として、より明確な検疫所
長による違反通知をとらえて抗告訴訟の対象とすることの方が適切であるとされ
る。加えて越智・前掲注（24）20頁注（10）も、食品衛生法違反については、税関
長よりも検疫所長の判断を争わせるほうが紛争実態に沿うと指摘される。
（46) この点、行政過程論一般が孕んでいる問題性の指摘として、藤田宙靖『行政法
Ⅰ総論（第四版 改訂版）』（青林書院、2005年）133頁以下参照。
（47) 例えば、橋本評釈・前掲注（８）174頁注（６）では、「諸般の事情」を考慮し
た「柔軟な仕組み解釈」について触れ――関連して林・前掲注（８）300頁（注２）
や室井力ほか編著『行政事件訴訟法・国家賠償法［第２版］』（日本評論社、2006
年）35頁【岡村周一】も参照――、このような解釈が進展することが、実定法の
「仕組み解釈」という枠組みのあり方に跳ね返ってくることを指摘される。さらに
柔軟な仕組み解釈の進展によって、「法令の緻密な『仕組み解釈』の有する意味が
変化する」こととなり、「実定法の仕組みを実質的に改変する事態が生じる可能性」
を指摘される同173頁も参照。
（48) 処分性拡大に関する行政救済法上の理論として、これまで学説上、形式的行政
処分論や相対的行政処分論が挙げられてきた（さしあたり高橋・前掲注（14）57頁
～58頁参照）。これら従来の議論と、処分性に係る仕組み解釈との関係についても
検討する余地があろう。
（49) 佐藤英善『行政法総論』（日本評論社、1984年）42頁以下参照。
（50) 佐藤・前掲注（49）139頁以下のほか、佐藤・前掲注（30）も参照。
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